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研究要旨 今年度は DPAT の活動開始・終了基準案の作成に向けて、研究統括として各分

担班への研究支援と文献調査を行った。研究支援では、全体班会議の開催、各班から提示さ

れた活動開始・終了基準案の取りまとめ及び素案作成などを行った。また文献調査では、①

都道府県と政令指定都市へ協力を依頼し、各自治体が作成した DPAT に関するマニュアル

もしくはDPATの運用方法等が記載された災害時の対策マニュアル等の収集及び活動開始・

終了基準の記載の有無等の調査を行った。他にも②災害時に DPAT 等支援団体へ派遣を依

頼した自治体の活動報告書等をインターネットから検索し、実災害時に DPAT はどのよう

なタイミングで活動を開始、終了しているのかを調査した。 
①②の調査結果から、１）基準に関しては行政的な手続きとしての記載が多い、２）行政

手続としての開始基準と運用としての開始基準の二通りに分けられる、３）終了基準に関し

ては「各自治体組織等の機能と回復」と表記をされている場合があるが、曖昧で具体的に数

値で示されていない自治体が多い、４）支援要請者も災害によって違いがあった、以上の結

果がわかった。また研究統括の立場として、各班の調査結果や活動開始・終了基準への提案

を取りまとめ、DPAT の活動開始・終了基準案を今年度の成果物として作成した。 

 
A. 研究目的 
 2013 年に設立された災害派遣精神医療

チーム（DPAT）等活動支援団体は、近年の

度重なる災害において実働を果たしている。

DPAT の活動は要領やマニュアルに即して

行われているが、活動開始や活動終了時期

についての基準は明確ではない。このため、

被災県と支援を行う DPAT 事務局の間で活

動開始の判断にしばしば意見の相違が生じ

た。また活動終了時期は、被災県と DPAT
により、都度判断されることになっている。 
 このような現状から、本研究班では

DPAT による精神医療活動の開始・終了基

準を明確化し、災害時の DPAT の活動期間

及び質の高い活動内容を定めることを目的

に研究を行った。太刀川分担班においては

研究統括の立場から、基準案作成に向けて

各分担班の研究支援、並びに文献調査を実

施した。 
 
B. 研究方法 
１. 全体班会議の開催：研究の方向性や各

分担班における役割分担などの整理・検討

を目的に、全研究班員による会議を開催し

た。 



 

２. 文献調査：各自治体が作成した DPAT
に関するマニュアルもしくは DPAT の運用

方法等が記載された災害時の対策マニュア

ル等の収集及び活動開始・終了基準の記載

の有無等の調査、災害時に DPAT 等支援団

体へ派遣を依頼した自治体の活動報告書等

をインターネットから検索し文献調査を行

った。 
３. 活動開始・終了基準（案）の作成：各

班の調査結果や活動開始・終了基準への提

案を取りまとめ、案の作成を行った。 
 
C. 研究結果 
１. 全体班会議の開催：新型コロナウイル

スの影響で、一か所に集まる機会を設ける

ことができず令和三年度はオンラインでの

全体班会議を計 3 回、複数班会議を計 1 回

実施した。 
・2021 年 4 月 26 日：第一回全体班会議（オ

ンライン）を実施。研究開始に当たり、分担

班における研究内容及び役割分担の整理・

検討を行った。（参加者 16 名） 
・2021 年 8 月 2 日：太刀川班、五明班、高

橋班で進捗状況の共有会議を実施。（参加者

6 名） 
・2021 年 9 月 30 日：第二回全体班会議（オ

ンライン）を実施。各分担班の進捗状況の確

認を実施した。（参加者：19 名） 
・2021 年 2 月 21 日：第三回全体班会議（オ

ンライン）を実施。アンケート調査結果や

JSPEEDデータからみた活動終了基準につ

いて各班から報告があった。太刀川班では

DPAT の活動開始・終了基準を案として提

示し、基準を検討した。（参加者：16 名） 
・2022 年 2 月 28 日：コンセプト確認会議

（オンライン）を実施。太刀川班、五明班、

高橋班で活動開始・終了基準案の検討を行

った。（参加者：6 名） 
 
２. 文献調査： 
①各自治体が作成した災害時の DPAT 活

動マニュアルの収集・調査：DPAT 事務局

を通し、各自治体から DPAT に関するマニ

ュアルもしくは DPAT の運用方法等が記載

された災害時の対策マニュアル等を収集し、

活動開始・終了基準の記載の有無等の調査

を行った。この調査によって、自治体が作成

したマニュアル等には行政的な手続きとし

ての記載が多く、終了基準に関しては「各自

治体組織等の機能と回復」と表記をされて

いる場合があるが、曖昧で具体的に数値で

示されていない自治体が多いことが分かっ

た。 
・調査期間：2021 年 7 月 1 日～7 月 27 日 
・対象自治体：67 自治体（47 都道府県、20
政令指定都市） 
・回答率：都道府県 72%、政令指定都市 25%
（34 都道府県、5 政令指定都市） 
・マニュアル等の作成率：都道府県 82%、

政令指定都市 40% 
（28 都道府県、2 政令指定都市） 
・マニュアル等へのDPAT派遣等の記載率：

都道府県 96%、政令指定都市 100% 
（27 都道府県、2 政令指定都市） 
・マニュアル等への DPAT 終了基準等の記

載率：都道府県 71%、政令指定都市 100% 
（20 都道府県、2 政令指定都市） 
 
抽出されたマニュアルなどの基準 

・各自治体の DPAT 派遣基準（一部抜

粋）：行政手続きに関する記載 
・知事が必要と認める場合 



 

・他の都道府県で発生した災害等により、

当該都道府県又は厚生労働省から派遣要請

があった場合 
・県内で発生した災害等により、市町村か

ら派遣要請があった場合 
・災害救助法を適用した災害が発生した場

合 
・各自治体の DPAT 派遣基準（一部抜

粋）：被災状況等についての記載 
・被災状況や災害の情報を EMIS や DMAT
調整本部等から収集し、派遣を検討する 
・被災市町もしくは県内の組織のみでは、

適切なこころのケア活動や医療が提供でき

ないと判断した場合 
・東海地震、東南海・南海地震が発生した場

合 
・都内の支援で完結する規模の災害（震度 6
弱の地震又は死者数が 2 人以上 50 人未満

若しくは傷病者数が 20 名以上見込まれる

災害の場合） 
 

・各自治体の DPAT 終了基準（一部抜

粋）：その他 
・DPAT 活動における処方数、相談数の推

移を評価しながら、被災地域の精神保健医

療機関が回復し、かつ DPAT 活動の引継ぎ

とその後の精神保健医療ニーズに対応でき

る体制が整った時点 
・被災地域の精神保健医療機関の機能が回

復し、その後の精神保健医療ニーズに対応

できる体制が整った時点 
・関係機関と協議しながら災害の規模や復

興状況に応じて検討 
 
②災害時に DPAT 等支援団体へ派遣を依

頼した自治体活動報告書等を収集・調査：

インターネットを通し、災害時の活動報告

書、災害精神支援活動に関する研究報告論

文を収集し、活動開始・終了基準の記載の有

無等の調査を行った。 
調査期間：2021 年 2 月 
方法：Google や Google Scholar にキーワ

ード“災害”“活動”、“こころ”又は“DPAT”
と入力し検索をした。 
 
検索結果 
・各自治体の活動報告（一部抜粋）： 
・タイトル：「東日本大震災における心のケ

ア」（平成 24 年 3 月） 
作成者：宮城県精神保健福祉センター 
災害名：東日本大震災 
発災日：平成 23 年 3 月 11 日 
活動団体：こころのケアチーム 
派遣要請者：宮城県障害福祉課から厚労省

へ派遣を依頼した。 
要請日：平成 23 年 3 月 17 日 
要請基準：県内の組織では対応が困難だと

判断をした。 
活動終了日：最短で平成 23 年 3 月 30 日、

最長では平成 24 年 3 月 15 日と記載あり。 
 
・タイトル：「令和元年台風 19 号」発生に

伴う災害派遣精神医療チーム（DPAT）派遣

活動について（宮城県精神保健福祉センタ

ー所報 第 48 号）（令和 2 年） 
作成者：宮城県精神保健福祉センター 
災害名：令和元年台風 19 号 
発災日：令和元年 10 月 12 日 
活動団体：DPAT 
派遣提案者：DMAT から精神保健福祉セン

ターへ意見が上がった。 
提案日：令和元年 10 月 14 日 



 

＊DMATから意見が上がった当日は協議の

結果 DPAT 派遣の必要性はないと決定して

いたが、16 日に改めてニーズ把握のため宮

城県精神保健推進室、精神保健福祉センタ

ー職員が現地調査を実施し、支援ニーズ（避

難所で精神的な不安を抱えている避難者が

複数いる、中核的な役割を担っている精神

科医療機関の外来休止等）があると判断し

た経緯があった。 
DPAT 調整本部立ち上げ：令和元年 10月 17
日 
活動開始日：令和元年 10 月 21 日 
活動終了日：令和元年 11 月 12 日 
 
③活動開始・終了基準（案）の作成：各班

の調査結果等から 2022 年 2 月 21 日開催の

第三回全体班会議内で太刀川班からの案と

して全体に提案をした。まずは、太刀川班、

五明班、高橋班内で基準案の検討を実施し

（2 月 28 日 コンセプト確認会議）、会議

の結果を太刀川班内で取りまとめ、再度五

明班や高橋班でメールにて検討し、さらに

五明班経由で DMAT 事務局から意見を頂

いた（3 月 2 日～15 日）。その後、三班で検

討した基準案を研究班内で全体共有し、メ

ールにて検討を行い（3 月 15 日～21 日）、

全体で検討した結果を太刀川班で取りまと

め 3 月 24 日に下記の基準案を完成させた。 
 
・DPAT 活動開始基準（最終案）： 
下記のいずれかの状況が生じた場合、DPAT
調整本部を設置し活動を開始することが望

ましい。 
 
・自都道府県で、震度６弱以上（東京都の場

合は２３区内において震度５強以上、その

他の地域において震度６弱以上）の地震が

発生した。 
・自都道府県で大津波警報が発表された。 
・自都道府県に特別警報（大雨洪水等）が発

令された。 
・自都道府県に災害対策本部や保健医療調

整本部等の上位本部が設置された。 
・自都道府県に DMAT 調整本部が設置され

た。 
・隣接する都道府県が EMIS 災害モードに

切り替わった。 
・その他 自都道府県の知事が必要と認め

た。 
 
・DPAT 活動終了基準（最終案）： 
下記の全ての条件を踏まえ、 DPAT 活動の

引継ぎ先を明確に決定し、DPAT 活動の終

結並びに調整本部撤収を検討すること。 
  
・EMIS 内の被災圏域の精神病床を有する

医療機関等が緊急時入力項目において「支

援不要」となる。 
・避難者数や DPAT 活動における処方数、

相談件数から精神保健活動や支援者支援の

ニーズの減少を総合的に推定できる＊。 
・被災地の精神保健医療福祉に関わる機関

（行政、保健所、精神保健福祉センター、被

災地の精神科医療機関等）による対応が可

能となる。 
・保健医療調整本部等の合同会議において、

災害医療コーディネーター、精神保健福祉

センター長の他、被災地の精神保健医療福

祉に関わる機関や他の保健医療福祉支援チ

ーム等から終了の同意が得られている＊＊。 
  
＊なお、以下の予測式は終了日推定の参考と



 

なる。 
厚労科研 保健医療活動チームの活動日数

予測式 1) 
y = 0.0002x + 29.797 
（ｙ：活動日数、ｘ：最大避難者数） 
 
＊＊合同会議参加者については、各自治体の

判断に応じて当該災害対応を行っている機

関やチーム等を収集すること。 
  
1) Sho Takahashi, “Acute Mental Health 
Needs Duration during Major Disasters: 
A Phenomenological Experience of 
Disaster Psychiatric Assistance Teams 
(DPATs) in Japan” International journal 
of environmental research and public 
health/17(5), 2020-04 
 
D. 考察 
 自治体が作成した災害時の DPAT 等活動

マニュアル及び DPAT 等支援団体へ派遣を

依頼した自治体の活動報告書等の文献調査

を実施した。 
その結果、行政的な手続きとしての記載

が多いこと、行政手続としての開始基準と

運用としての開始基準の二通りに分けられ

ること、終了基準に関しては「各自治体組織

等の機能と回復」と表記をされている場合

があるが、曖昧で具体的に数値で示されて

いない自治体が多い、支援要請者も災害に

よって違いがあったことがわかった。 
 
E. 結論 
各班の調査結果を踏まえ、DPAT 活動開

始・終了基準案を作成した。 
 

F. 健康危険情報 
なし 
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術集会，広島, 2022．3.3-5 
8. 吉田教人、林智仁、太刀川弘和、他：

J-SPEED 精神保健医療版データを用

いた数理モデルによるリアルタイム診

療件数予測：第 27 回日本災害医学会

総会・学術集会，広島, 2022．3.3-5 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を



 

含む）：なし 
１．特許取得 
２．実用新案登録 
３．その他 
 


